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1 ．研究の背景と目的

近年，八ツ場ダム建設に伴う集落移転事業が注目されているが，昭和初期に荒川中流域で行われた大

規模な河川改修によって移転を余儀なくされた住民がいたことや，現在でも堤外地に集落が残されてい

ることはあまり知られていない。これまでの荒川の堤外地に関する研究では，集落の立地環境などが明

らかにされてきた（池末：1988）が，居住者の生活の実態や集落移転と河川改修の関係を詳細に考察し

た研究例は見当たらない。そこで，本研究では荒川中流域の堤外地集落を事例に，堤外地での生活およ

び移転形態を，荒川の洪水と河川改修工事を通して明らかにすると同時に，荒川の河川改修が堤外地集

落に与えた影響と問題点を検討することを目的とする。

2 ．調査地域と研究方法

本研究では，荒川中流域の羽根倉橋から大芦橋に至る区域の埼玉県川越市古谷上の握津地区，さいた

ま市の西遊馬・二ツ宮・塚本地区，吉見町の明秋地区，鴻巣市と吉見町にまたがる古名新田地区の計 6

集落を対象に，堤外地での生活と堤内地への移転の実態を比較・検討する。これらの集落は，下流に位

置する東京を守るための横堤が建設された区域に立地しているという点で共通する。

堤外地での生活や洪水の記憶さらに移転の実態を明らかにするために，各集落の居住者およびかつて

の集落居住者へインタビュー調査とアンケート調査を実施すると同時に，河川改修の詳細を知るために

国土交通省荒川上流河川事務所へのインタビュー調査も行った。

3 ．調査結果

1930（昭和 5）年に開始された荒川上流改修工事によって，蛇行していた荒川の流路は直線化され

た。直接この工事区域となった世帯は，移転補償を受けて堤内地へ移転した。しかし，工事区域にはな

らなかったものの，遊水池となった堤外地に取り残される形となった集落が存在した。昔から水害の多

い地域であったため，この堤外地集落の住民（多くは農家）は，水害防備目的の屋敷森や水塚，避難用

の舟などを備えてはいたものの，工事前までは洪水と共存する生活を営んでいた。しかし，改修工事や

その後の上流域におけるダム建設などにより，以前よりも洪水の被害が増大するようになったことを理

由に，自ら堤内地への移転を希望するようになった。しかし，国の移転補償が年間1戸程度しか認めら

れなかったため，自費で移転する居住者もあり，この頃の移転形態には世帯の事情などによって違いが

生じた。その後，1999年 8月の洪水を契機に国の移転補償費が確保されたことから，一括移転が実現し

た集落（握津地区など）もあった。このことから，集落の移転形態は，移転時期により大きく異なると

いえる。さらに，住居の移転とその補償に対する行政や住民の取り組み方によって，移転先が広範囲に

分散することとなった集落と，移転先が同地区内へ集中する集落に分類できることが確認された。

以上，本研究で明らかになった点は，以下のようにまとめられる。荒川の河川改修によって始まった

堤外地集落の家屋の移転には，改修工事そのものによる移転と，工事の結果，洪水被害が増大したこと

に伴う移転との二つの要因がある。移転先は，同地区内への「集中移転」（西遊馬地区など）と，様々

な地区への「分散移転」（握津地区など）に，移転時期は，多くの住民が 1～ 2年の短期間に移転した

「一括移転」（明秋地区など）と，長期間にわたって徐々に移転が進んだ「段階的移転」（塚本地区など）

に分類される。遊水地としての堤外地となったことで，住民の生活は脅かされ，堤内地への移転，さら

には集落の解体へと進んだ。下流の都市地域を守るための公共事業として推し進められた荒川の改修工

事は，中・上流域に暮らす農民の犠牲の上に成り立っているといえる。
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